
 

平成 26 年 12 月 1 日 

第２回岐阜県障害者施策推進協議会 

- 1 - 

 

資料 ２ 

平成26年度第１回障害者施策推進協議会での主な意見への対応 

※発言のあった順に掲載 

 

１ 手帳を持たない障がい者（難病患者、発達障がい等）に対する支援をお願いした 

 い。         （水野自閉症協会会長、安藤難病団体連絡協議会常務理事） 

■総合支援プランに手帳不保持者も支援対象とすることを明記。 

プラン素案での記述（p2） 

第１章 計画の策定にあたって 

２ 計画の性格及び位置づけ 

（４）この計画における障がい者とは、障害者基本法第２条の定義に基づき、「身体障がい、知的 

障がい、精神障がい（発達障がいを含む）、その他の心身の機能障がいのある方で、障がい及

び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある方」とし

ます。このため、手帳保持者に限らず、障がいによる支援を必要とする方を「障がい者」と捉

え、その支援を進めてまいります。 

   

 

２ 事業所に対して研修した後の評価やフォローアップが必要。 

                          （佐藤岐阜経済大学教授） 

■岐阜県障がい者総合支援懇話会人材育成部会において、国の研修体系の見直し 

を踏まえつつ、研修事業全体の充実について意見交換を実施し、施策への反映 

を図る。 

プラン素案での記述（p32） 

第４章 分野別施策 

Ⅰ 安心して暮らせる社会環境づくり 

４ 身近な相談支援体制の確立 

【今後の取組】 

○ 現在、実施している研修事業について、岐阜県障がい者総合支援懇話会（人材育成部会）や講 

師の意見を聞きながら、細かな手法を見直すとともに、研修そのものの在り方や位置づけの明確

化を行います。 

受講者の質の向上を図るとともに、講師、助言者のスキルアップ、育成を図り、継続した質の

高い研修事業を目指します。 

   

 



 

- 2 - 

 

３ 計画相談について進捗率が低い。       （柴田手をつなぐ育成会理事長） 

■圏域の障がい者自立支援推進会議等の場において、他圏域の事例をはじめとす 

る情報提供を行いつつ、市町村および事業所の取り組み方法や連携の強化、ス

ケジュール調整等について、意見交換および進捗管理を実施。 

※平成 26 年９月末時点の計画相談支援実績は、都道府県全体では 50％であるの 

に対し、岐阜県は 73％の進捗率である。（11月 4日厚生労働省「障害保健福祉関係

主管課長会議」資料より） 

プラン素案での記述（p30） 

第４章 分野別施策 

Ⅰ 安心して暮らせる社会環境づくり 

４ 身近な相談支援体制の確立 

【現状と課題】 

○ 平成 26年度末までにすべてのサービス利用者に対し、サービス等利用計画を作成する体制整 

備の一環として、相談支援専門の量的な確保に主眼をおいて研修を実施しています。 

今後は、総合支援法をはじめとする法改正、制度改正が想定される中、サービス等利用計画の

作成や見直しを進めていくため、より質の高い相談支援専門の養成が必要となります。 

   

 

４ 相談員制度も身体・知的はあるが、精神障がい者に対する相談員は公表もされて 

おらず、相談体制も遅れている。     （山田精神保健福祉会連合会副理事長） 

■身体は身体障害者福祉法、知的は知的障害者福祉法でそれぞれ相談員制度を規 

定しているが、精神保健福祉法には規定がない。精神保健福祉法の改正につい

て国への要望を検討する。 

■なお、相談員制度はないが、精神保健福祉センターや各保健所、こころのダイ 

ヤル 119 番、岐阜いのちの電話などが精神疾患に関する相談対応を行っており、

その旨記述。 

プラン素案での記述（p66） 

第４章 分野別施策 

Ⅳ 質の高い保健・医療提供体制の整備 

２ 障がい児者に対する医療と福祉の連携による支援の充実 

（１）保健・医療体制の充実 

【今後の取組】 

○ 保健所、精神保健福祉センター等において、精神疾患の早期発見と早期治療のための相談体制 

の充実を図り普及啓発を行います。また、自殺予防対策の一環として、ゲートキーパーの養成を 
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行い、自身や周囲の人の心の健康に関心を持てるよう人材育成も行います。 

   

 

５ 発達障がい者のレスパイトケア体制の充実が必要。   （水野自閉症協会会長） 

■強度行動障がいのある児者の支援体制の構築の中で、発達障がい者のレスパイ 

トケアについて整理し、支援の充実に取り組む。 

プラン素案での記述（p71） 

第４章 分野別施策 

Ⅳ 質の高い保健・医療提供体制の整備 

２ 障がい児者に対する医療と福祉の連携による支援の充実 

（３）発達障がい児者支援の充実 

【今後の取組】 

○ 医療及び福祉等の必要なサービスのコーディネートを行う福祉支援拠点と緊急時の受入れを

行う医療支援拠点を設置し、強度行動障がいのある児者やその家族の生活支援を行います。 
   

 

６ 難病患者の相談窓口として、県保健所もしっかり位置づけてほしい。 

                     （安藤難病団体連絡協議会常務理事） 

■総合窓口として、県保健所も位置付けていく。 

プラン素案での記述（p73） 

第４章 分野別施策 

Ⅳ 質の高い保健・医療提供体制の整備 

２ 障がい児者に対する医療と福祉の連携による支援の充実 

（４）重症者（重症心身障がい者、難病者等）支援の充実 

【今後の取組】 

○ 在宅の難病患者の生活の質の向上と療養生活の支援を目的に、医療相談、訪問相談等の実施を

推進します。そのために、保健・医療・福祉の連携を図り、保健所を中核として、各地域におけ

る難病患者のネットワークの構築を今後も促進します。 

また、地域の実情に応じて、それぞれの地域で生活する難病患者が安心して療養できるよう、

保健所は地域の窓口として難病相談を実施します。さらに、保健所を中心とした関係者で構成す

る地域支援ネットワークを構築し、地域の特性に応じた難病患者への支援体制の整備をすすめま

す。 

○ 慢性疾患児の自立や成長を支援するため、児童やその家族からの相談に応ずる支援員を設置す

るとともに、保健所を中心とした関係者で構成する地域支援ネットワークを構築し、児童やその

家族のニーズに応じた支援内容を検討する体制を整備します。 
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７ 施設入所者で地域移行した方が本当に幸せになったかどうか検証が必要。 

                       （松井身体障害者福祉協会会長） 

■地域移行した方の追跡調査を実施し、その結果を踏まえて県の取組みを検討。 

※平成 25 年度の施設退所者 77 人のうち、地域移行した６名に対するアンケート 

調査を実施  資料３を参照 

プラン素案での記述（p59） 

第４章 分野別施策 

Ⅲ 日常生活を支える福祉の充実 

１ 障がい者の地域生活支援 

（１）親亡き後の住まいの場の確保と地域生活移行支援 

【今後の取組】 

○ 地域で暮らすための住まいの場として、グループホームの整備を促進します。特に、今後は、

施設入所者や入院患者が地域生活に移行する場合の住まいの場として整備を促進するとともに、

同居している介護者の高齢化等も視野に入れた（家族同居からの巣立ちという）在宅からの移行

に対応する観点からも整備を促進します。また、グループホームの整備にあたって、地域住民の

理解が得られやすいように、障がい者及びグループホームに対する理解の促進を図ります。 

   

 

８ 「医療を必要とする障がい者」という括りでプランも考えてほしい。 

                     （安藤難病団体連絡協議会常務理事） 

■「医療を必要とする障がい者」という観点からの記述を追加 

※「現状と課題」欄に記述し、各施策についてはそれぞれの項目（重症心身障害 

者、難病患者等）に記述 

プラン素案での記述（p66） 

第４章 分野別施策 

Ⅳ 質の高い保健・医療提供体制の整備 

２ 障がい児者に対する医療と福祉の連携による支援の充実 

（１）保健・医療体制の充実 

【現状と課題】 

○ 障がい者は、身体に何らかの疾病を抱えている人も多く、障がい者の多くが自身の健康や体力

に不安を抱いており、医療的ケアを必要としています。 
 

 


